




本稿で問題とした年度末報酬とは 1 カ年の活動結果に応じた報酬 (BoaHarpa，明eHlI e 110 lITOｭ
raM pa60Thl aa ro瓦)のことであり，企業の生産経営活動結果に対する従業員への一時的な物
質的奨励の形態である。 これは 1 カ年に 1 度 1 月の上旬に，過年度の経営活動の総括の後に，
支払われるために， 13番目の給料 (TplIHaA~aTaH aapa60THaH 11再 aTa) ともいわれることが
あり，利潤を源泉とした物質的奨励フォンド (φMID から支払われるために，利潤分配のー形
態として考察されることもある。










干古いが， 1969年と即0年には，平均して 1 人当り以下のような額の年度末報酬が支払われ宅お
り， これは従業員の所得においてかなりの位置を占めていた。 ちなみに， 1970年の 1 カ月の最
低賃金はソビエト国家によって60ルーブルに定められており，月平均賃金は，工業では，労働者
が130.6ルーフ、 )V ， 技術労働者が178ノレーブノレ，職員が111.6)レーブルで、あれこ。
企 業
196官B干の置結束者f ë:. J)心じて，19 才l る
労 職員
1965C耳年百に豆ト覇玄封軍品働主E者主 J，l'，;じて，197 オ1 る
労働者 職員
出兵製作，自動化手段，管理組織省 55.2 76.3 58.9 62. 1 80.8 64.0 
軽工業，食品五業用機械，家庭用具製作省 42.2 63.2 35.8 57.5 77.1 51. 8 
r作機械製作，出共工業省 43.9 54.4 31. 6 54.4 75.9 46. 1 
電気技術工業省 58.5 85.5 44.9 48.6 70.6 45.3 
重エネルギ一機械，運輸機械製作省 51. 8 71. 5 35.1 45.4 62.1 33.8 



























従業員 1 人当り……260 日
従業員全体…・・・234， 000 日 (260X900) 
1-2 年 …・・・ 180 人
2-3 年一.... 290 人
3-8 年...... 230 人
8 年以上・・・・・・ 200 人
• 1 日平均の賃金・・… .5.2Jレーブ、ル (1 ， 218， 000~234， 000)
-日平均賃金量で表示される年度末報酬……11 ， 077ルーブ、ル (57， 600~5. 2) 
従業員 1 人当りの額…・・・12.3ルーブ、ル (11 ， 077~900) 
勤続年数グループごとに右の表が作成される















8X180=1 , 440 
1 1 X 290=3 , 1 90 
14X230=3 , 220 
16X200=3 , 200 
計 11 ， 050
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乙の額 (11 ， 050) が先の資料 (11 ， 0打)から大きくずれる場合には，表を再び計算し直す乙と
が必要となる。
個々の従業員の報酬額はつぎのように計算される。勤続年数が 8 年であり日平均賃金額が












勤続年数 従業員数 金，ルー 酬(賃金 1 人当り 全 体
フノレ への%) (4 X 3) (5 X 2) 
1 2 3 4 5 6 
1~2 年 180 100 36 36 6, 480 
2~3 年 290 110 50 55 15, 950 
3~8 年 230 115 61 70.2 16, 146 
8 年以上 200 120 72 86.4 17, 280 
計... 900 11 1. 5 ⑧ 55, 856 
⑧企業全体の従業員の月平均賃金は，個々のク'ループの従業員数とその月平均賃金
を利用して計算される。













勤続に応 1 カ月の 係慮Tこお数1乙スをカ、考月オl 勤続に応 1 カ月の 係慮た数に1 入をカ考月れ勤続年数 じた平均 賃金フォ じた平均 賃金フォ
人数 (基礎) ンド の賃金フ 人数 (基礎) ンド の賃金フ
報酬額の (千ルー ブオ( ンド 報酬額の (千ルー ブオンド千ルー 千ルー
増加係数 ブル) Jレ) 増加係数 ブ、ル) Jレ)
1-2 年 30 1. 20 3.3 3.96 150 1.0 15.0 15.0 
2-3 年 40 1. 75 4.8 8.40 250 1.4 27.5 38.5 
3-8 年 30 2.1 3.6 7.56 200 1.7 23.0 39. 1 
8 年以上 25 2.5 3.3 8.25 175 2.0 21. 0 42.0 
計 125 15.0 28.17 775 86.5 134.6 
まず賃金 1 ルーブ‘ル当りの報酬額が決められる。このためには，勤続に応じた平均(基礎)
報酬額の増加を考慮に入れて，企業の全従業員の，条件っきの，年間賃金フォンドが，計算さ




ルーブ、ル-;.-250X12= 13， 20ループ、ルである)には，勤続年数係数を考慮I乙入れて， 55.4)レーブ

































































































④ 1 才から 8 才までの子供の病気のために一時的に退職した期間。
⑤誤った解職によってやむをえぬ欠勤が続いた期間。
⑥有給休暇の期間。






労組の代表の参加のもとで， 12月 31 日までに，年度末報酬名簿を作成し，これが報酬額決定の基
礎資料となる。職場委員会の決定への不満は企業長代理が出席する工場委員会であらためて審議
される。この委員会の決定が最終決定である。聞




勤続年数である。 1960年代の後半頃には，最小限勤続年数を 2~3 年に設定したりあるいは 1
カ年未満に設定していた企業が多くみられた。 だがその後，年慶末報酬が本来 1 カ年の集団全





えている。 そして， 1977年に 1 企業における最小限勤続年数を 1 カ年に定めるように勧告さ
れたのであった。(だが，それでもなお1979年に， 2 ~ 3 年が最短年数として定められている
企業がかなりの数に及んでいると指摘されている。)
最大限勤続年数 (MaKCHMaJIhl由主 CTam pa6oThI)とは報酬の増額が打ち切られる年数であ
















1. 5 ク、、ループのi列 I. 4 クゃループの例
1 年~ 2 年 1 年~ 2 年
2 年 ~3 年 2 年 ~3 年
3 年~ 5 年 3 年 ~8 年
5 年~ 10 年 8 年以上
10 年以上
年度末報酬の最高額と最低額の相互関係は， 1977年の勧告では 1 対 2 以上にならないように指




従って，勤続年数係数は，典型的l乙は，つぎのように決定される O (4) 
1. 5 グループの場合 I. 4 グループの場合
第 1 ク、、ループ(1 ~ 2 年)………1. 0 第 1 クゃループ (1 ~2 年) ・….....1.0 
第 2 ク、、ループ (2 ~ 3 年}・……..1. 3~ 1. 4 第 2 グループ (2 ~ 3 年) ・・・・…..1.4 
第 3 グループ (3 ~ 5 年) ・・……'1. 5~ 1. 6 第 3 グループ (3 ~ 8 年)・….....1.7 
第 4 グループ (5 ~10年) ・・……'1. 7~ 1. 8 第 4 グループ (8 年以上) ・・・・・… '2.0
第 5 グループ (10年以上)・・…一 "2.0
以上の表からわかるように，第 1 グループと第 2 ク、、ループの格差が一番大きくなっている。これ
は勤続年数 3 年~5 年の従業員に流動性が顕著にみられることの反映であり， 30~40%の報酬格


















の注目された事例の 1 つである。 レニングラードのくゴスメトル〉工場で、は，個々の労働者や職







































ている。①年功給 (BhlnJIaThl aa BhlCJIyry 匙T) ，②極北地方の勤続 l乙対する加給，③年度末






















従業員 l 人当りの年 従業員の流動性水準度末報酬
1970年 1972年 1973年 1970年 1972年 1973年
工業全体 150.0 167.6 181. 3 96.8 90.4 88.4 
(内訳)
ソ連邦エネルギー工業省 166.0 212. 7 210.2 99.1 90.4 87.8 
ソ連邦化学技術工業省 156.8 169.8 183.9 100. 。 99.9 92.4 
ツ連邦鉄工業省 158.6 178.4 205.6 104. 1 98.6 95.4 
ソ連邦非鉄工業省 126.3 134.0 148.4 99.5 89.9 87. 7 
ソ連邦建設資材工業省 217.3 276.3 309.3 87.2 76.2 74.2 
ソ連邦製紙工業省 132.3 130. 1 128.0 101. 7 97.2 98.3 
ソ連邦軽工業省 119.2 131. 3 136.1 102.3 101. 9 99.5 
ソ連邦食品工業省 141. 8 149.5 158.4 91. 4 85.4 82.0 
ソ連邦食肉牛乳工業省 226.0 248. 1 273.3 81. 3 79.8 82.8 
ソ連邦漁業省 297.5 237.0 247. 1 89. 7 79.8 77.9 
産業全体でみると， 1973年度は， 1968年に比べると，年度末報酬が81. 3%増加したことの結果
として流動性係数が11. 6%低下している。乙のような成果は建設資材省で著ししそ乙では 1

















(1) YrrpaBJIeHHe COU;HaJIHCTHqeCHHM rrpOH3BO瓦CTBOM (OpraHH3aU;HH. 3HOHOMHHa) : CJIOBapb, 3HOHO-
MHHa, 1983, CTp. 26. 
(2) M. RyqHa, Y CJIOBHH OrrJIaThl Tpy)l;a Ha rrpe胆PHHTHH，lOpH瓦HqeCHaH JIHTepaTypa, 1979, CTp. 104. 
(3) 正亀芳造稿「ドイツ民主共和国の年度末プレミアム J，く六甲台論集:>，第24巻第 1 号参照。
(4) 乙の「勧告」は BIOJIJIeTeHb rOcHoMTpy)l;a CCCP, 1977, No101乙収録されているはずである。筆者は入手
できず今回は直接参照していない。




稿は不充分ではあるが，残りの課題は他日を期す。 (CM. ， H. MaJIbu;eB, IIpo6四Mhl pacrrpe)l;eJIeHHH B pa・
3BHTOM COU;HaJIHCTH司eCHOM 06rn;ecTBe, 3HOHOMHHa, 1976, CTp. 162.) 
(6) B. ROJIeCHHHOB, COBeplI8HcTBoBaHHe CHCTeMhl rrpeMHpoBaHHH B rrpoMhl皿JIeHHOCTH ， JIeHH3瓦aT ，
1972, CTp. 100 . 
(7) r年度末報酬…支払L 、は勤労者の個人所得形成において本質的意義を有している。 (TaM me , CTp. 99.) 
(8) CM., Hapo耳Hoe X03HHCTBO CCCP B 1972r., CTaTHcTHRa, 1973, CTp. 516. 
(9) M. A3apx , A , BOH瓦apeHHO ， IIOBhllI8HHe CTHMYJIHpyIOm;e並 pOJIH ro瓜OBro B03Harpa施明eHHH ， 3HO­
HOMHHa, 1977, CTp. 95. OCHOBhl HOT B rrOJIHrpa骨HH ， RHeBHHHra , 1970, CTp. 201.労働研究所は早
くから係数を利用した計算万式を最も合理的なものであると評価しており (CM., MaTepHaJIbHOe rrOOI却・
eHHe pa6oTHHHOB rrpOMhlIIIJIeHHhlX rrpe耳目PH回目白 B HOBhlX yCJIOBHH" MhlCJIb, 1969, CTp. 171) 現在
でもそのような評価が強いように思われる。また，カリンスキー (C. RapHHcHlIa) は「日平均賃金万式」
を従業員にとってわかり易くかっ合理的なものであると評価しており (C. RapHHcHU;誼， OrrJIaTa Tpy)l;a B 
rrpOMhlIIIJIeHHOCTH, IOpH耳目qeCHaH JIHTepaTypa, 1971, CTp. 157.) ，必ずしも統ーしていないようである。
(10) CM., M. A3apx , A. BOHaapeHHo, YHa3. CO司.， CTp. 96-100. 現実がすべて乙のようにして計算されている
のではなく，乙れらは 1 つの例である。例えば，以下の公式で支払われている企業も存在している。
(CM., OCHOBhl HOT B rro耳目rpaqmH ， CTp. 203.) 
φMII 






(1) CM., 10. ApTeMoB, IIpo6JIeMhl MaTepHaJIbHOrO rroOm;peHHH B yCJIOBHHX HHTeHclI<?HHaU;HH rrpoH3B-
0月CTBa，①HHaHChl ， 1971, CTp. 150. 
(12) r年度末報酬額は 2 つの重要な要l刈(①全従業員の報酬額を決定する企業の活動結果，②企業活動への
所与の従業員の個人的貢献) IC.，依存している。J (TaM me , CTp. 144.) 
(13) r年間活動結果に応じた支払L 、における従業員の労働貢献の基本的評価碁準は従業員の年間賃金額と企業
での勤続年数である。J (C. 皿HypHO ， COBeplIIeHcTBoBaH闘争OpM H CHCTeM 3apa6oTHo白 rrJIaThl ， 3HOH-
ソ連邦年度末報酬の一考察
OMlma, 1975, CTp. 203. ) 
(14) 例えば，ある謄写企業ではつぎのようになっていた。 (CM. ， OCHOBhI HOT B rrOJI lIrpaや耳目， CTp. 202. ) 
俸給月額や月賃率額に対する報酬額(%)
勤続年数 基本職場の労働者 補助職場の労働者 管理機関の働き手，
と技術労働者 と技術労働者 工場の職員，非生産人員
1~3 年 25 20 
3~5 年 35 30 25 
5~7 年 50 40 35 
7 ~10年 60 50 40 
10~15年 75 60 50 
15年以上 100 75 60 
(15) ，-労働法の理論では(そして定義においても) ，賃金は，従業員の賃率額ではなし その平均賃金とし
て，理解されている。J (C. RaplIHcKlI白， YKa3. CO耳.， CTp. 158.) 
(16) CM., TaM me , CTp. 159. 
(17)(18) CM., M. A3apx , A. BOHAapeHKo, Y Ka3. COq. , CTp. 45~46. 
(19) ただし，これには，アンドリエンコ(B. AHAPlIeHKo) が強い異議を提起している。 CM.， B. AH瓦plI eH­
日0 ， COBepilleHcTBoBaHlIe 3KOHOMlIqeCKOrO CTlIMYJIlIpOBaHlIfl B npOMhIillJIeHHOCTlI,HayKoBa AYMKa, 
1978, cTp.167. 
(20) 平均賃金も様々に計算されている。諸しくは， M. A3apx , A. BOHAapeHKo, YKa3. COq. , CTp. 47を参照の
乙と O
(21) TaM me , CTp. 49. 
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(2 2) 特殊な源泉から若干の従業員範陪へ支払われるプレミアムが含められることもある。 (CM. ， TpYA 1I 3apｭ
a60THafl rrJIaTa B CCCP. CJIOBapb. CrrpaBo可HlIK ， 3KoHoMlIKa, 1984, CTp. 44.) 
(23) M. A3apx , A. BOHAapeHKo, YKa3. CO可.， CTp. 50. 
間 「年間活動l乙応じた報酬支払いの効率は，多くの点で，その額が勤続年数に応じてどれほど正しく格差づ




働同献が所与の企業での勤続年数l乙比例しているからである。J (TaM me , CTp. 51.) 
(26) CM., TaM me , CTp. 52~58. 
間 TaM me , CTp. 59~60. 
間) TaM me , CTp. 60. 
四) CM., TaM me , CTp. 61. 
(30) ，-経済改革の初期には，多くの工場が勤続年数が 2 カ年を越えた労働者に報酬を支払っていた。J (H. M-
aCJIOBa, BorrpochI 3KOHMlIqeCKOfi 3紳eKTlI BHOCTlI HOBO抱 ClICTeMhI MaTe抑制日oro CTlIMYJIlIpOBaH-
lIfl B rrpOMhIillJIeHHOCTlI CCCP, HayKa, 1971, CTp. 291. ) また，セレブリャコフらは， 1972年tc.，最短期
聞を 5 カ年にするように提案した。 (CM. ， A. Cepe6pflKoB, B. CaBeHoK, RoMY 1I 3a qTO rrJIaT lI Tb く T­
plI Ha問aTyIO 3apnJIaTy :>.く 3KOHOMlI明CKafl raaeTa ゑ 1972 ， No.38.) 
(31)例えば 6 カ月 4 カ月あるいは 3 カ月がそのような期間として設定されていた。これは，-乙のような実
践のもとでは，報酬が補完賃金へと転化し，平等化を生みだし，企業への従業員の定着に対する関心をうみ
ださない。J (M. A3apx , A. BOHAapeHKo, YKa3. COq. , CTp. 71.)と批判されている。
(32) 例えば，アサルフとボンダレンコは 1 カ年を最小限の期聞にすると85~90%の従業員に権利があるが，
それを 2~3 年に引き上げると70~75%へと低下した事例を引用して，これでは従業員のをが全体結果に対
204 ソ連邦年度末報酬の一考察
して L 、かなる貢献もおこなっていないことになり，不合理である，と述べている。 (TaM me, CTp. 67.) 
悶 CM.， M.Ky司Ma， Y Raa. COq., CTp. 106. 
(34) M. Aaapx, A. BOHAapeHKo, YRaa. COq., CTp. 71. 
(35) r期間延長j (r OTJIOmeHHOej) 報酬が注目されている。この場合には，従業員が報酬をうけとる権利を
獲得した時点(すなわち，勤続年数が 1 カ年l乙達した時)から計算されるのではなく，従業員が就職した時
点にまで、逆のぼって支払われる。最初の支払いは，報酬をうけとる権利が発生した直後からお ζ なわれる。
例えば，従業員が1975年 4 月 1 自に就職したとするならば， 1975年度の報酬額の決定時期 (1976年 1 月 1 日)
には，彼の勤続年数は 9 カ月であり，乙の従業員には年度末報酬をうけとる権利がない。乙の場合，彼l乙は，
一定の表に従って，報酬額が計算される(例えば 1 カ年の勤続の場合には 8 平均日賃金であるならば， 6 
平均日賃金が計算される)が，実際には支払われずに 1 カ年を経過して，つまり1976年度の年度末報酬
の支給と同時に，支払われる。従って，乙の従業員は， 1977年 1 月 l乙 1 カ年と 9 カ月分，すなわち， 14 日
分 (8+ 6) の年度末報酬をうけとる乙とになる。その後は，所定の手続きを経て支払われる。 (CM. ， TaM 
me, CTp. 73. ) 
(初 アンドリエンコは r最高額の報酬をうけとる権利を取得する勤続年数は10カ年を越えではならない。な
ぜならば，乙の長さが従業員の労働活動の全期間の本質的部分であるからである。j (B. AHAPl1eHRO, YRｭ
aa. COq., CTp. 168.) と述べている。また，コレスニコフは， 20年ないしは30年以上の永年勤続者の場合には
「報酬額の増額を通してその企業により長く勤続するように鼓舞する必要性は存在しない。これは，補完的
な刺戟の創造ではない長期間の勤続への単なる付加給へと転化し，短期間勤続者への奨励手段の減額を意味
する。j (B. KOJIeCHI1KOB, Y Raa. COq., CTp. 110-111.)と述べている。
。9) M. Aaapx , A. BOHAapeHRo, YRaa. COq. , CTp. 75-76. 
位。1) TaM me, CTp. 77. 
位1) TaM me. また，コレスニコフは，彼が調査したレニングラードのある生産合同の実態にもとづいて，つ










(1) 1 -3 年 (2) 3-6 年
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回) 1970年頃，ある企業では右下のような格差になっていた。 CCM. ，10. ApTeMOB, YRa3. CO'l., CTp. 150.) 
(43) r勤続年数が異なる(1カ年と 10年以上) 2 人の平均的な従業員を
比較したとしても，彼らの(実践的熟練，経験，能力，技能資格等々
からみた)労働貢献は 2 倍以上も相違していないであろう。乙の原則
が，ついでに言えば，賃率表の場合にも利用されている。J CM. Aa8px , 
A. BOH瓜8peHRO ， Y R8a. CO司.， CTp. 78.) また， C. illRypRO, Y R8a. 
CO'l., CTp. 77 も参照されたい。
(4引 M. Aa8px , A. EOH月apeHRO ， YRaa. CO'l., CTp. 80. 
(4日 TaM me , CTp. 80. 
(46) B. ROJIeCHHROB, YRaa. CO'l., CTp. 107. 






凶，) CM., Tpy瓦 H aapa60THaR nJIaTa B CCCP, CTp. 45-46; M. Ry司M8， YR8a. CO可.， CTp. 108. 
凶1) CM.，回. ApTeMoB, Y R8a. CO'l., CTp. 148. 
(50) M. Aa8px , A. EOH瓦apeHRO ， YRaa. CO可.， CTp. 9. 
(51)旧. ApTeMoB, YR8a. CO'l., CTp. 144. 






(53) 乙れを明確に指摘した 1 人がアー・ミュルコフ CA. MHJIIOROB) である。 CM. ， A. MHJIIOROB, IIooIIWHｭ
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